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公
示
地
価
の
概
要
と
地
価
の
動
向

１．

公
示
地
価
の
発
表

国
土
交
通
省
は
３
月
１８
日
、
全
国
の

公
示
地
価
を
発
表
し
た
。
そ
れ
に
よ
る

と
、
全
国
平
均
で
は
住
宅
地
、
商
業
地

と
も
に
変
動
率
が
前
年
比
マ
イ
ナ
ス
と

な
り
、
依
然
と
し
て
下
落
を
し
て
い
る

も
の
の
、
下
落
率
は
縮
小
傾
向
に
あ
る

（
図
表
１
）。
一
方
、
三
大
都
市
圏
平

均
で
は
、
住
宅
地
、
商
業
地
と
も
に
変

動
率
は
上
昇
に
転
換
し
た
。

公
示
地
価
の
上
昇
・
下
落
の
地
点
数

に
つ
い
て
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
全

国
的
に
上
昇
地
点
数
の
割
合
は
大
幅
に

増
加
し
て
お
り
、
三
大
都
市
圏
で
は
住

宅
地
の
約
半
数
の
地
点
が
上
昇
、
商
業

地
も
６６
％
の
地
点
が
上
昇
と
い
う
結
果

に
な
っ
た
。

一
方
、
地
方
圏
で
は
住
宅
地
、
商
業

地
と
も
に
約
７５
％
の
地
点
で
下
落
す
る

な
ど
、
三
大
都
市
圏
と
地
方
圏
で
地
価

の
傾
向
が
分
か
れ
る
結
果
と
な
っ
て
い

る
。

２．

公
示
地
価
の
変
動
要
因

住
宅
地
に
関
し
て
は
全
国
平
均
で
下

落
率
が
縮
小
し
、
三
大
都
市
圏
で
は
上

昇
に
転
じ
た
。
そ
の
要
因
と
し
て
は
、

住
宅
ロ
ー
ン
の
低
金
利
や
住
宅
ロ
ー
ン

減
税
等
の
施
策
に
よ
る
住
宅
需
要
の
下

支
え
と
、
景
況
感
の
改
善
に
よ
る
住
宅

需
要
拡
大
が
大
き
い
よ
う
だ
。

一
方
、
商
業
地
も
、
低
金
利
、
景
況

感
の
改
善
を
背
景
に
都
道
府
県
す
べ
て

で
下
落
率
縮
小
や
上
昇
へ
の
転
換
等
が

見
ら
れ
る
。
ま
た
、
堅
調
な
住
宅
需
要

を
背
景
に
商
業
地
を
マ
ン
シ
ョ
ン
用
地

と
し
て
利
用
す
る
動
き
が
全
国
的
に
見

ら
れ
る
こ
と
や
、
主
要
都
市
の
中
心
部

等
に
お
け
る
消
費
動
向
の
回
復
や
オ
フ

ィ
ス
空
室
率
の
改
善
な
ど
も
要
因
と
な

っ
て
い
る
よ
う
だ
。

公
示
地
価
が
分
か
れ
ば

相
続
税
評
価
額
も
推
測
可
能

３．

四
つ
の
土
地
価
格

公
示
地
価
と
は
、
毎
年
１
月
１
日
時

点
の
土
地
価
格
を
１
平
方
メ
ー
ト
ル
当

た
り
千
円
の
単
価
で
示
し
た
も
の
で
あ

る
。
住
宅
地
や
商
業
地
な
ど
の
全
国
約

２
万
３
０
０
０
の
地
点
を
不
動
産
鑑
定

士
が
評
価
し
、
国
土
交
通
省
の
土
地
鑑

定
委
員
会
が
価
格
を
判
定
し
公
表
し
て

い
る
。

と
こ
ろ
で
、
国
内
の
土
地
の
価
格

は
、「
一
物
四
価
」
と
い
わ
れ
る
よ
う

に
、
実
勢
価
格
、
公
示
地
価
、
路
線

価
、
固
定
資
産
税
評
価
額
と
大
き
く
四

つ
に
区
分
さ
れ
る
。

こ
の
４
種
類
の
価
格
の
使
い
分
け
を

ま
と
め
た
の
が
図
表
２
で
あ
る
。
特
に

金
融
機
関
の
担
当
者
に
と
っ
て
は
、
公

示
地
価
は
重
要
か
つ
便
利
な
価
格
だ
。

公
示
地
価
の
概
ね
８
割
が
相
続
税
評
価

額
（＝

路
線
価
）
に
な
る
た
め
、
公
示

地
価
が
分
か
れ
ば
路
線
価
も
あ
る
程
度

の
予
想
が
つ
く
か
ら
で
あ
る
。

逆
に
、
公
示
地
価
の
な
い
地
点
で
土

地
評
価
を
行
う
際
は
、
路
線
価
を
０
・

８
で
割
り
戻
す
こ
と
で
、
そ
の
地
点
の

実
勢
価
格
の
参
考
と
な
る
価
格
が
算
出

で
き
る
。
仮
に
路
線
価
が
１
０
０
千
円

の
地
点
な
ら
、「
１
０
０
千
円
÷
０
・

８＝

１
２
５
千
円
」
が
参
考
と
な
る
価

格
と
な
る
。
こ
こ
か
ら
、
そ
の
土
地
の

立
地
条
件
や
利
用
目
的
、
環
境
な
ど
を

総
合
的
に
勘
案
し
て
実
勢
価
格
が
形
成

さ
れ
る
。

不
動
産
所
有
者
へ
の
提
案
事
例

公
示
地
価
の
上
昇
が
取
引
先
に
ど
ん

な
影
響
を
与
え
る
か
を
図
説
し
た
の
が

図
表
３
で
あ
る
。
公
示
地
価
の
上
昇
は

税
金
の
負
担
増
に
つ
な
が
っ
て
く
る
。

中
で
も
特
に
影
響
が
大
き
い
の
が
、

路
線
価
の
上
昇
に
伴
う
相
続
税
の
負
担

増
で
あ
る
。
金
融
機
関
の
担
当
者
と
し

て
は
、
不
動
産
を
保
有
し
て
い
る
資
産

家
に
対
し
て
、
相
続
税
の
引
下
げ
に
つ

な
が
る
よ
う
な
提
案
を
行
い
た
い
。

そ
の
た
め
に
は
「
事
業
用
資
産
の
買

換
え
特
例
の
活
用
」「
固
定
資
産
の
交

換
特
例
の
活
用
」「
生
前
贈
与
の
活

用
」
な
ど
を
取
引
先
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ

特 別 企 画 �
図表１ ２６年公示地価の変動率
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図表２ 四つの土地価格

使用目的

実際の不動産取引で売買される価格のこと。一般的に取引価格
ともいい、不動産の「時価」になる。

国土交通省が、一般土地取引の指標や公共事業の適正補償金の
算出を行うため毎年１月１日を基準にして３月に公表するも
の。一般的には土地取引に最も影響がある指標といわれている。

相続税評価額ともいい、国税庁が相続税や贈与税の課税のため
に毎年１月１日を基準にして８月に公表する価格。公示価格の
概ね８割の評価といわれる。

各市町村（２３区は東京都）が、固定資産税等の課税のため、３
年毎の基準年度の前年１月１日を基準にして３月または４月に
公表するもの。公示地価の概ね７割の評価といわれている。
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東京圏
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名称

�実勢価格
（取引価格）

�公示地価

�路線価

�固定資産税
評価額

国土交通省が発表した公示地価によると、
三大都市圏で住宅地、商業地がともに６年ぶ
りに上昇に転じた。そこで本特別企画では、
現在の地価の状況を踏まえたうえで、地価上
昇が不動産所有者に与える影響と、担当者に
求められるアドバイスについて解説する。

公
示
地
価
発
表
！

地
価
上
昇
局
面
の
い
ま
行
い
た
い

不
動
産
所
有
者
へ
の
ア
ド
バ
イ
ス

小
峰
俊
雄
佐
野
信
用
金
庫

中
小
企
業
診
断
士
・
１
級
Ｆ
Ｐ
技
能
士
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